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EU r開地域計画」による地域社会発展と成人教育訓練

一一アイルランド共和国UCG・.INTERREGの場合一一

鈴木敏正

I課題

本稿の課題は，社会的不利益地域の開発を目的としたEUの「構造資金」のひとつである「開地

域計濁Inter聞RegionalProgramme，以下INTERREGJの援助を得て，アイルランド共和国のゴル

ウェイ大学をベースにし，悶閣の周辺的地域である北西部において撲関された「地域社会発援com-

munity developtnentJを援助・組織化する活動の概要を紹介しつつ，それらにかかわる成人教育訓

練 (r地域づくり教育communitydevelopment educationJ)の性格について若干の考察をしてみる

ところにある。

さ表者はすでにイギリスの北アイルランドと日本の実践分析をとおして，とくに 1990年代の現局面

において地球的規模で「地域づくり教育」の重要性が高まってきていることを指摘し，その内実に

ついて検討してきた{~したがって，それらについてくわしく述べる必要はなかろう。

それは，一方で，地域の人的・物的・文化的資源を活かすようなかたちで，地域伎民主体によっ

て地域社会発展を推進しようとし，他方で，制度化された教育の制約を乗り越えて成人教育を発展

あるいは革新しようとする時に，その必要性が理解されるものである。EC/EUにおけるその出発点

は欧州審議会宣言「成人教育と地域社会発展J (1986年)であったが円その後 r構造資金Jの制

度改革がなされ，成人教育部練を重視した開発援助計爾が展開されていく (3)。そのような教育部練

計画の代表的なひとつが，ヨーロッパの辺境地域に焦点をあわせ，それらの地域の間の協同，とく

に国境問協陪を進めようとしたINTERREGである。それはEUにおける社会的公正の実現のため

だけでなく，ヨーロッパ統合を進めるために不可欠な課題であると理解されている。

INTERREGについて筆者はすでに， 1993年から 94年にかけて北アイルランドにおいて展開さ

れた「農村開発再生プロジェクト (RDRP)Jの分析を試み，それが農村におげる「地域づくり教育」

の生成を特徴づけるものであることを指摘した (4)。このプロジェクトは，成人教育専門家からなる

寅任者 r調査担当者 (RO)Jおよび「訓練開発担当者 (TDO)Jにより，アクション・リサーチ的

手法によって展開されたものである。それは，地域社会発展にかかわる「定迦教育・不定型教育・

非定型教育の連続体」の構築をめざすもので，すぐれて成人教育の1l!ljからの「地域づくり教育j へ

の接近であったと言ってよい。

しかし r地域づくり教育」の生成過程をみるためには r地域社会発展」の領Ijからの接近につい
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ても検討しておくべきであろう。北アイルランドに却しては， RDRPの前提として検討した「反貧

臨計爾 (Anti-Pov巴rty)Jや「農村経済開発連携行動 (LEADER)Jに基づく地域社会発展援助活動

が，そうしたアプローチをとるものであったと替える。しかし， INTERREGに関する検討は残され

た課題となっていた。INTERREGの中にも，地域社会発展の疑問過程に即して成人教育訓練活動を

位罷づけようとするプロジェクトがあるからである。

本稿でとりあげるアイルランド共和国の事例は，まさにそうした課題に敬り組んだものである。

もちろん，地域社会発展にかかわる教育訓練活動としては，間プロジェクトに共通するものが多い。

しかも，この笑践は北アイルランドにおける実践とほぼ並行して展開され，その過程においては，

相互の経験を交流し合う会議が何留かもたれ，その総括としての国際会議仰が北アイランドのデ

リー市で開催されている。それらはイギ、リス・北アイルランドとアイルランド共和国における地域

間協同・大学問協関仰の歴史的蓄積のよに成立したものであると言ってよい (7)。しかし，そうした

共通の基盤のもとでなおアプローチの差異がみられるのである。

したがって，アイルランド共和国の笑践例を紹介する本稿は，旧稿を補完するという位罷づけに

なるであろう。同国北西部で展開された INTERREGを展開するベースとなったのはゴルウェイ大

学 (UniversityColl巴geGalway)の「成人継続教育学部Departmentof Adult and Continuing 

EducationJである。そのプロジェクト・チームは，本格的なフィールドワークを展開しはじめた 1993

年 10月と，ブィールドワークがほぼ終了した 1994年4月に，それぞれ報告蓄を提出している(的。

本稿では前者を「第1報告J，後者受「第2報告」とし，主としてこの2つの報告によって，この笑

践(以下， UCG胡INTERREGと呼ぶ)の概絡を紹介しておくことにしよう c

以下，まずIIではUCGωINTERREGと北西アイルランドの概要を述べ，次いでIIIにおいてプロ

ジェクトの中心となった「地域社会発展担当者communitydevelopment officer Jの役割について

検討する。これらをふまえて，NからVIにかけては， UCG-INTERREGの方法的枠組みに即してい

くつかの実践例を紹介する。そして確において，プロジェクト・チームがそれらの笑践からどのよ

うな教訓を読み取っているかを，とくに成人教育部練の性格と役割の理解に焦点をしぼって検討し

てみることにする。

II アイルランド共和麗北間部と UCG幽INTERREG

アイルランド共和国はすべて， EUの「構造資金Jにおいてとくに配慮すべき地域として設定され

た「目的1地域」に含まれている。それゆえ， EUの政策展開には敏感であり，政策レベルでも「地

域社会発展communitydevelopmerむの重要性は潔解されてきている。それは，たとえば「全国開

発計調NationalDevelopment Plan (1994-1999) Jにおいて「地域主導型の担い手communityled 

initiativeJが果たすべき中心的な役割に焦点が集められていることにもあらわれている問。
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しかし，それを具体的なプロジェクトにおいて展開するとなると，地域の「自主性・主体性」に

まかせるだけではなしそれを援助し組織化し，計画化し実行するための専門的な力議が求められ

る。アイルランド共和国の中でもとくに「遅れた地域Jとされてきた西部の地域社会発展にかかわっ

てきたゴルウェイ大学では， 1969年の大学改革以降 r成人継続教育学部」を中心にして，こうした

課題に応える活動を展開してきた。そして，最近では，地域社会発展をより効果的に進めるために

は地域社会発展の異体的なプロセスの理解と，それに対応した，それまで以上に広範な技能の形成

が重要きであることが意識されてきている(川。その技能には，共通の方法論的なもの(地域調査，活

性化とグループワーク，集団的企業精神，プロジェクト管理など)と，個々の地域社会発展の呉体

的な内容に却した多様な専門性が含まれている。

さて， INTERREGはヨーロツパ各地の国境地域でその経済的・社会的・文化的発展のために活動

している。とくに周辺性，高い失業率，農業への依存，企業活動の欠落などからくる諮問題を軽減

することを目標にしている。ゴルウェイ大学は6千人あまりの学生と 300人のスタップをかかえた

大学であるが，向大学成人継続教育学部がセンターとなって INTERREGへの取り組みをはじめた

のは 1993年のはじめである。その目的は，地域社会諸組織が地域に関心をもち r地域行動commu田

口ityactionJをとおしてみずからの地域社会の発展に参加しくこと，呉体的には実践的なコミュニ

ティワ…クの技能を発展させることによって，諸グループが「強い組織構造を作り，効果的な地域

社会プロジェクトを進めるJ ことにある(日}。

対象とする地域はアイルランド北西部のドニゴーノレ，スライゴ，リートリムの3祭である。ドニ

ゴーlレとリートリムは直接的に北アイルランドと潤境を接している。とくにドニゴールは，北部に

おける国境地域であるモナハンとキャパン両様に， 1921年の「北アイルランド」分割以前は r北ア

イルランドJの諸地域とともに「アルスタ…」州 (provinc巴)を構成していたため，とりわけ北ア

イルランドとの関係が深い。スライゴは，直接的ではないが臨境近くにあり，ドニゴール，リート

リムに接していて，それらに社会経済的条件が似通っているo

これらの地域は，葵しい自然と豊かな歴史的遺産がある反面，低位の経済開発と社会的・文化的

立ち後れが自立つ。農業の低生産性，地域資源の未開発，資金不足，対外依存がその原題とされ，

その結果，地域社会における自尊心とアイデンティティが失われてきていると言われているい2)。こ

の地域の人口は，経済的ブームがあった 1970年代半ばから 80年代はじめにかけての時期以外は，

l世紀以上にわたる長期低落傾向にあり， 91年には 20万8千人となっている。こうした過疎化と移

民の増大の中で， 15歳未満と 65歳以上の依存年齢人口は，ヨーロツパで49%であるのに，アイル

ランドでは 62%，当該地域では笑に 72%にまでになっている。

産業構造から北西地域をみるならば，小規模な国内市場向けの食業が支配的であるといえる。こ

うした中でわずかな多層籍企業もあって， しめる比率は高い。支配的な産業は繊維と衣服

であり，そうした傾向は北部でとくに強い。水産業はドニゴールのキリベク，そしてイニショウエ
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ンの幾つかの地域に限られる。農業はもちろん重要な位置にあるが，最近において農業人口の減少

は急速である。農業所得の水準も低く， 1987年に全国で一戸当たり 5.780ポンドで、あった時に当該

地域は2，845ポンドにすぎず，アイルランドで最も低かった。 1991年の失業率は 19.7%にのぼって

いる(アイルランドでは 15.6%)。もちろん，以上のような過疎化あるいは周辺性に伴う諸問題は農

村部にいくほど深刻である。若者の流出が続いているために，農村再建は中高年層の肩にかかって

いる。いくつかの新しいグVレ…プが生まれてきているが，地域住民一般との意識のズレや資金不足

が指摘されてきた。

このような地域の状態をふまえてUCG・INTERREGは，人的資源の発展と問時に，地域密有の自

然資源の開発にも焦点をあわせている。「内発的発展」がめざされていたと替って良い。経済的開発

はプログラムの第一臣的ではないが，地域社会の開発的・企業的な能力を向上させ，地域社会企業

や地域資源開発プロジェクトのような担い手によって直接的に，あるいは地域のインプラストラク

チュア，諸施設そしてサーピスの改良によって間接的におこるものと考えられている。

担い手に郎して考えると，地域社会発展の障害警については次の2つに焦点が合わされてきている。

ひとつは，地域住民相互の「無関心apathYJと「幻滅disillusionJである。もうひとつは，資金不

足であり，そこには政府や自治体から手に入れることができる資金についてすら活用されていない

という実態がある。 UCG崎INTERREGでは，とくにこの2つの点に留意することにしている。

それは，地域社会発擦の活動を「みずからの住む地域社会において，自分たちの生活をコントロー

ルし，地域社会に参画する三主体的カ最形成をする empowerJことが中心的な課題であると考えるこ

とにつながる。そして，そのためには自分たちの生活に影響を与え，依存性を生み出している構造

やイデオロギーについての理解を深めるような「批判的な省察」が必要であるとされるのである。

かくしてこのプロジェクトでは，地域社会発展には「なすことをとおして学ぶことJ あるいは「行

動学習actionlearningjを含むものと理解されていくのである(問。

したがって，技術的な技能を教育訓練するだけでなく「視野を拡げる broadeninghorizonsjよう

な教育が重視される。技能形成においても，定型的な知識を移転するようなものではなしより笑

践的な訓練が重視される。こうして，それまでのゴルウェイ大学成人継続教育学部の蓄積をふまえ

ながらも，新たな実践に取り組むことが要請されるようになってくるのである。それは，一般に，

大学と諸地域社会グループとの結合を深め拡げること，アカデミックな研究調査活動だけでなく，

地域行動を志向した活動を進めることを意味する。

III 地域社会発展担当者の役郵

以上のような目的を達成するためにINTERREGは，ブルタイムで働く 3人の「地域社会発展担

当者 (CommunityDevelopment Officer，以下CDO)jと，地域社会からその専門牲が求められた
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時にパートタイムで参加する大学のスタップを採用している。 CDOの役割は地域行動・地域社会発

展を支援するための教育的資源の提供を調整することにあり，プログラムの展開にとって決定的な

ものであるとされている。そこで第1報告』にまとめられているその役割についての現解をとお

して，プロジェクトの呉体的内容に接近していくことにしよう。

UCGは， 1969年に「成人継続教育委員会」を設立し，主としてアイルランドの西部地域の社会諸

階層を対象にした学級や，地域社会発展にかかわる講疫を渓関してきた。それは「社会行動Social

Actionjの資格コースと r地域社会発展CommunityDevelopmentjの非資格コースなどの構外教

育活動に端的にあらわれている。これらの経験によって， UCGの「成人継続教育委員会Jでは，こ

うした目的を達成するためには，地域住民の視野を広げ，地域社会のリーダーを育成したり，地域

発展計画を遂行できるような技能を教脊することが有効であることを確認してきた。そのためには

「メニュー方式」や既製カリキュラムの提供だけでは不十分であることも共通認識になってきた。

そこでINTERREGでは，単に地域計画を具体化することを援助するだけではなく，地域社会発

展にかかわる人々が自分たち自身の釜本的な前提を省察し，自分たちのこれまでの努力や抱えてい

る問題を「比較研究の視点」で検討しなおす機会を提供することに意を用いることにしたのである。

もうひとつの方法は，集団的行動の重視である。地域の諸グループそのものが学習の場であるとさ

れ，地域社会での集団的な組織づくりと行動が学習を促進する重要な要素であると考えられている。

地域社会発展の担い手の支援をするという CDOの佼霞づけは， UCGにおける以上のような教育訓

練活動の経験の脈絡において考えられている。

それは UCG自身において，それまでの地域社会とのかかわりを見蕊す作業とも震なっている。

lに，大学のもっている専門性と諸資源の見直しで，それは弁護士を含む法律家，社会読査関係者，

建築家，考古学者，コンピューター技官など，これまで以上に広い範臨にわたった。第2は，大学

における諸資源は， UCGだけでなく関立総合大学やテクニカル・カレッジなどとのネットワークに

よって，少なくとも人口集中地域には展開しうることが確認された。第3に，以上の諸施設・資源

は，地域で「独立した」活動をすることによって，他の専門的調査・コンサルタント的諸機関より

も有効な糞献をすることができるということである。

CDOの役割は，地域担有の資源に着目しながらも，とくに諸グループの人的資源の能力開発に焦

点があわされていた。しかし，以上のような UCG-INTERREGの現解を前提にした時には，次のよ

うな基本的な課題が浮かびあがることを『第1報告』は認識している。第1は，地域社会の発展過

程と学習過程・自己信頼回復過程のぺ」スを合わせることである。第2は，諮グループがCDOに依

存せずに活動することであり， CDOが「指導directionjでなくて「促進facilitationjをし r統制

controljではなくて「主体的カ量形成empowermentjを援助するというほんらいの役割をいかに

果たすかということである。

具体的な教育訓練活動としては，①実践的な地域社会発展技能，②グループないし地域計画発展

5 
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技能を身につけること，③それらのための支援と助言などが考えられている。①は効果的会議の進

め方，ミーティングなどの調整・促進方法，情報収拾法などから，電話のかけ方，コピーやタイプ

の仕方，行政的文書の作り方などまでを含み自的志向的なものであると考えられている。②は評価，

課題の明確化，計画，社会分析などを含み，過複立志向的技能であると理解されている。③は計爾づ

くりからその爽行・評価にいたる地域社会発展の活動にかかわる。

当初，以上のように理解されていたCDOの役割については，それがプロジェクトの最後にいたる

まで間定化されるのではなしその笑施過程において修正され，持構成されていく。アクション・

リサーチ的手法の特徴である。 UCG-INTERREGにおける本格的な再検討は，最初の7カ月の笑践

を経た後に行われた。その結果， CDOの任務としては，次の5つがあると繋潔された (14)。

第1に rフィーノレド・ワーク」である。対象地域において， INTERREGが提供しうる活動を潔

解してもらうための広報活動，関連する地域社会諸グループ・組織とのコンタクトづくり，地域特

性と問題の背景から援助の必要性の具体的把握，地域に存在する資源・知識・専門性の調交，これ

まで取り組まれた地域活動とそれらの特徴と開題点の把握がこれに含まれている。こうして当該地

域においては，どのような活動が求められ，どのような教育訓練活動が有効で、あるかを明らかにし

ていくのである。

第2は r調整Jである。プログラムを進めるために，地域において活動している諸機関・組織・

グループ閣の謁整であるが，これは上述の「ブイールド・ワークJ の結果にもとづいて行われる。

第3は r情報提供」である。この計闘では，地域社会発展，農村開発，地域行動そして成人教育に

かかわる情報提供をし，諮資源のネットワークをつくっていく閣書館を設立することをひとつの課

題としている。それはUCGをはじめ，アイルランド共和国北部の国境地帯における教育的諸施設と

協力しつつ活動するものとされている。情報提供活動は，こうした志向性をもちつつ，その事前の

活動として佼置づけられている。

第4は r調査研究開発」である。この計画が進展するのに応じて，その仕事をまとめ，それぞれ

の段階における情報提供・出版活動が求められている。それは大学自身と地域における諸組織に提

供され，そのことをとおして，それまでに参加していなかった教育訓練諸組織と新たな協力関係を

進めていくことが意図されている。第5は r評価」である。 INTERREGの活動は，常にモニタリ

ングされ，評価されつつ進展していくものとされている。そのために，地域におけるセミナーやワー

クショップ，警簡による情報交換，集会活動などが重要となり，それらをとおして，とくに地域社

会での活動家と CDOのフィードパックがなされるように配慮されている。

以上のようなCDOが果たすべき役割については，もちろん，かかわる地域グループ・組織におけ

る学習の発援段階によって異なる。そこでINTERREGのチームは，ベルギーにおけるサービスの

経験から生まれてきた， G.レミオンによる自主管理的グループの類型化{日}に着目する。その基準

は，第1に r担い手initiativeJの形成であり，どζから，なぜ担い手が生まれてきたかが問題にさ
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れる。第2は r外的援助externalsupportJであり，何が当該のグループを生みだし(とくにその

質的関係に)影響を与えているかが関われる。第3は r内的組織internalorganisationJであり，

それはグループの組織的・管理的能力の評価につながるものである。

以上のような視点にもとづいて，具体的な対象としていくつかのグル…プが選択され，より徽密

な地域社会発展の援助活動がなされていく。次に r第2報告』によって，それらをみていくことに

しよう (16)。

N 地域社会発展の祖い手形成

UCG-INTERREGがかかわった担い手に関してプロジェクト・チームは，その形成の動機を指標

にして2つのグループに分けている。ひとつは，強く必要性を感むた場合であり，もうひとつは，

危機あるいは対立的状況におかれた場合である。ここでは，前者の伊jとして「クリフォニー・レー

ス再生企業委員会」を，後者の例として「ク…ラニ…発展委員会J をみておくことにしよう。

クリアォニーはスライゴ擦の北西部にあり，アイリッシュ・レースの代表的存在である「クロツ

シェ編みJ(17)の産地として知られ，今世紀のはじめにはその担い手を育成するための「クロツシェ

学校」も開設されていた。しかし，その後の不況で1940年代に入ると学校は閉鎖され，レース産業

は文化財保存にかかわる政府機関の援助を受けてはじめて存続するようになった。レース編みの技

術そのものは地域の女性の手によって保存されてはいたものの，産業としては全く成り立たなく

なってしまったのである。のみならず， 1960年代以降の農村の過疎化によって，そうした技術すら

も風前の灯火となった。

こうした状況でクロツシェ編み技術を保存し発展させる必要性を強く感じたクリアォニーの 11

人の女性たちが集まって委員会 (rレース詩集食業委員会J) を発足させ，ユニークなレ…ス編みを

保存するだけでなく，それを事業活動に結びつけ販売するための活動を開始したのである。

最初の行動は，より多くの人々に関心を呼び起こし，参加してもらうためのレース編み学級の組

織化であった。そこから，事業活動に結びつけ，可能であればクロッシェ学校を湾建する意図があっ

た。しかし，活動が仲間うちであったときはともかく，学級活動を拡充していこうとすると，専門

的なインストラクターのための賃金，会場費などのための資金が必要であった。行政に働きかけた

が趣味的な活動であるとして援助は受けられなかった。職業教育のための助成金制度もあったが，

応募は打ち切られていた。ょうやく村の健康管理センターを借りられることになったが，使用料・

光熱費などの費用は負担しなければならない。これらは，主婦を中心にして，はじめたばかりの委

員会では対応できない。

ここでCDOの援助活動がはじまる。委員会メンバーとの話し合いによって整理された最初の課

題は，レース編みの保存と「地域社会企業communityenterpriseJ活動をどう統一するかというこ
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とである。この議論をとおして委員会と CDOは，これらの課題を統合した計画を策定し，それを縦

割り的行政にも納得させる働きかけをすると閤時に，レース編みに関心がある人々の枠を越えて地

域社会全体に公開し，呼びかけて，新たな工芸的技能の開発や食業活動のアイデアづくりの機会に

していくように配慮した。

さらに，地域社会企業のための講座がINTERREGの助成のもとで開催される。地域社会企業一

般の潔解を深めると問時に，レ…ス編み以外の工芸を含めて地域での新たな発展の契機を採ってい

くためである。講座の中心的な内容は，工芸に関する地域社会企業を設立し，発展させ，

していくために必要な知見と技能である。レース編みに関しては，単に技能形成をはかるだけでな

く，その歴史やアイルランド工芸における位置，その発渓の意義などを参加者が理解するように配

されている。次の学習活動に発燥させるために，地域に存在している特殊な専門家や価値ある

践的経験を収集していることも注目すべき活動である。

この議~ののち í地域社会工芸協同組合」が設立されていく。それは地域の工芸と家内生産およ

びツーリズムを統一した地域社会発展をめざそうという協同組合である。クリアォニーにおける内

発的発展への動きが本格的に開始されたと言ってよいであろう。

次に iクーラニ一発展委員会」の場合である。クーラニーはスライゴ燥の南西部にある過疎農村

である。ここにはすでに， 1988年に地域ぐるみ組織として設立された「クーラニ一地域社会評議会J

があり，地域社会サービスやアメニティの向上，そのための行政への働きかけなどの活動をしてき

た。こうした中で，ヨーロッパ資金である「農村経済環発連携行動LEADERJや，政府事業である

北西部ツーリズム開発事業などの資金獲得運動をはじめるが，いずれもその対象外とされてしまう。

危機感を感じた評議会は，関連諸機関の代表たちも招待した公開地域集会を開催する。そこでは，

取り残されてしまうのではないかという地域住民の不安が出され，それに対して関連諸機関が何が

できるのかという質疑がなされた。しかし，その直接の効果は現れなかった。

地域のアイデンティティが失われているという危機感のもとでの評議会の議論の結論は，自分た

ちでより明確な「地域行動」をとるべきだということであった。そのためにも，あらためて自らの

地域の見直しが必要であるという濠解から，評議会は「クーラニ一発展委員会」という特別委員会

を設けることにした。委員会での討論により，単に地域に存在する特殊な資源を発掘するというだ

けでなく，地域の社会経済的な状況，実際に地域づくりをする住民の要求と希望の評価，あがって

くるであろうさまざまな要求の地域課題への「翻訳J，発展のための条件，全体的な認整などが必要

であることなどが課題として整浬される。しかしながら同時に，その時点での自分たちには，それ

らをこなすだげのカがないことが確認された。

ここでINTERREGの援助活動がはじまる。まずとりかかったのは，グループ活動を実践的に進

めるための訓練講習会の開催である。直接的に調査活動を援助するというよりも，それをみずから

集額的に実施するために必要芸な知見と技能を形成するというところからはじめたのである。それは

-8-



EU r問地域計磁」による地域社会発展と成人教育訓練

また，地域住民の意見を集約していく活動を進めるためにも必要であった。

こうして地域諦査活動がはじまるのであるが，そこではすべての家庭が調査に参加し何らかの発

言をすることが重視され，アンケート活動が行われた。 CDOの援助は，それらを進めるための調査

項目の内容とレイアウトの仕方，データ収集の方法，サンプリング，データ分析，そして報告書作

成の技術にまで及んでいる。それは「手敬り足取り」の進め方であったが，認査活動と地域計画づ

くりの責任と主体は委員会にあることが機会あるごとに確認された。

この調査活動をふまえて，具体的な地域計画づくりがはじまる。ここでも CDOは，目標設定から，

計画づくり，計酒欝作成の方法などに関する援助をしている。そこから生まれた具体的な計画は，

ツーリズム基盤整備計画と縫製工場設立計商であった。もちろん，収集されたデータや調査結果，

全体的な地域社会発展構想，そして何よりも地域住民における「自己信頼」の獲得が，それまでの

活動の重要な成果であったことが報告されている。

以上のような実践例にもとづいてUCG-INTERREGのF第2報告』は，次のような教訴をあげて

いる。

すなわち，①北西部には地域社会発展と自己改良のための地域行動に参加するという強い要求が

存在すること，③地域の必要と資源にみあったものであれば，自己管理的な開発の担い手となりう

ること，③基本的な前提は発展のための担い手の形成であるが，その条件は，現状に満足せず，変

化への可能性を潔解し，それをみず、から行うという自信の存在であるということ，④危機に際して，

あるいは地域発展の機会に直面して，地域のアイデンティティをもったグ会ループがあれば，mい手
形成の可能性はより高いこと，@そうしたグループは相対的に規模が小さしその発展は地域住民

全体の中での詩意と支援に依存すること，ゆそれはまた，地域社会発展の過穏に関する知識と理解

に依存すること，である。

また， UCG検INTERREGが地域社会発展への「介入」にあたって大切であるとしていることを整

理すれば，以下のようである。

第 1に，地域社会発展の諮価値と実践を学ぶために，地域社会発展の笑践的な経験を提供するよ

うな教育的契機を推進したことである。第2に，教育訓練の内容は地域グル…プの必要にもとづい

たものであり，参加者の実際の経験，抱えている諸問題をとりあげ，具体的な行動に結びつくもの

なければならないことである。しかし，批判的分析の知識と技能形成とが結びついてはじめて，必

要な専門性は身に付くものであるこをもふまえられなければならないことも指摘されている。

第3に，プロジェクトはグソレ…プとして，したがって「地域社会でともに」実践することを学ぶ、

ようにし，その意味で「参画型」のものであったこと，である。第4に，人的資源・物的資源を育

てるにあたって地域社会教育的活動をしたが，それは統合的な地域社会発展アプローチにつながり，

「協働的活動」への準傑となったことである。策5に，教育訓練活動は地域の担い手とその活動に刺

激を与え，情報を提供し，グル…プを動かし，そしてその地域社会発展の活動を外部の支援組織と
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結びつけたという点で「特殊な支援活動J をしたということである。

V 内部組織発農のための教育翻練

内部組織の問題に関しでは rリスカービン・コミュニティセンター委員会」の事例をあげる。

リスカービンはリートリム県南部の貧しい農村部キルツプリッド教区にある。ここでも過疎化が

進行し.1980年代はじめにはついに，地域にあった国立学校が廃止されることになった。これに対

して，地域住民がこの学校施設を震い取り，それをコミュニティセンターへと転換するために組織

されたのが「リスカーピン・コミュニティセンター委員会」である。その後10年あまり，地域の文

化センターであった学校の機能を引き継ぎ，多様な文化・レクレーション活動を行うための施設と

して，このコミュニティセンターは孝司舟されてきた。

コミュニティセンター委員会は，年次総会において，地域住民の中から選挙で選出された委員に

よって構成される。1993年の委員は 12名である。その活動によって組織されているのはスポーツや

レクレーションの活動が多く，ノfドミントン，エアロピックス，室内サッカー，着物づくり，など

であるが，とくにスポーツのリーダー養成や工芸活動のための講座などは，国家の織業教育委員会

の関連事業による助成を受けている。

こうした活動に見直しが求められるようになってくるのは.1990年代に入って，老朽化した建物

の修繕・改築が必望書となってきてからである。そのために業者を震ったり，キッチンや暖房施設を

導入するために，資金の獲得が必要であった。行政に要望するだけでは不足すると考えた委員会は，

コミュニティセンターの多目的利用による利用率向上をはかることにした。とくに念鎖におかれて

いたのは，教育的活動と社会的活動，可能ならば地域社会全業の展開である。

まず，近くで地域活動をしている諸組織を参考にすることにした。たとえば，リスカービンに隣

接する地域にある「スカー湖発展協議会」や「パリナモア運河開発会社」は，広範で多様なツーリ

ズムに取り組んでいる。それらは「シャノン・アーン水路」の再開を最大限利用したものである。

こうした活動に比べるとリスカービンの地域社会発展はいかにも遅れており，委員会はその活動の

全体的見直しが必要であることを痛感した。

そこで.UCG-INTERREGにコンタクトをとることになったのである。CDOは最初の2カ月は，

コミュニティセンター委員会に出席したのち，その評備，つまり地域社会発展という視点に立った

場合に，委員会の活動の視野と組織活動の範囲が非常に狭いということを述べる。この批判を受け

入れた委員会がCDOに，新たな発展計画づくりの援助を申し入れる。すぐに問題にされたのは，新

たな活動をはじめる以前の問題，すなわちグループの内的組織のあり方と，地域社会発展に取り組

む際の力量，とくに前者である。それは，それまでの委員会の活動が，コミュニティセンターを維

持・管現ずることに集中されてきたことの結架でもあった。
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さらに次のような問題が明らかになった。第lに，長い関，同じ活動が引き継がれてきたので，

どの持期の委員会も委員会の活動自的それ自体を再検討するという課題に夜面することがなかった

ということである。第2に，委員会はコミュニティセンターの利用率が低いという認識に立つよう

になってきているが，より有効な活用をするための専門性と知識が不足していることである。第3

に，委員会は 12名で構成されているが，事実上は，グループ・リーダーとみなされている一人が取

り仕切っていて，チームワークや協働はみられないことである。第4は，委員会の運営に資任をも

つものがいないため，たとえば月例会議も，議論がパラパラであり，出席率もよくないことである。

こうして CDOの次の仕事は，インフォーマルな「プレインストーミングJのための講習会を開催

し，組織的・管理的技能の向上をはかることになった。そこにはリ…ダーシップ，チームワークそ

してコミュニケーションといった一般的な技能形成だけでなく，委員会の活動をそうした視点から

吟味することが含まれている。この活動をとおして，活動目的の再検討がなされ，あらためて，コ

ミュニティセンターの利用水準を引き上げることと，地域の社会的・経済的発展として可能なプロ

ジェクトを検討する必婆性が確認される。

この結果，委員会では，上述の隣接地域での活動に促追されたこともあって，地域社会企業に取

り組むべきだという意見が多く出される。しかし， CDOからみると，そうした活動をする前に，関

連して必要な技能形成をすることが必要である。そこで，地域社会企業への発展をにらみながらも，

当面の活動の焦点を，コミュニティセンター利用の充笑におくことにした。この結果，日的グルー

プを組織することが必要であるということになり，委員会のサプ・グループとして女性グループが

結成された。そして， INTERREGはこの活動を支援すべく，女性のための「個人的発展講康」を開

催することになった。

さて，以上のような活動からの教訴として『第2報告』は，次のような点を指摘している。

すなわち，①地域社会発展のための教育訓練は効果的な技能を形成する上で有効ではあるが，そ

れはまず，そうした技能獲得の必要性を地域グループが受け入れ，取り組む意志があることが条件

であること，岳地域グループはしばしば短期的に，自に付く成果を得ょうとして，それに必要な技

能，とくに組織的・管理的技能の形成を無視することがあること，③内的資源を引き出すことがで

きずにいるグループが多いから，必要な組織的・管理的活動を援助するような外的諸機関が必要で

あること，@リーダーシップは大切であるが，それはすべての構成員の支持と協力を得て，はじめ

て成功的に機能するものであること，⑤内的組織に焦点をあわせることは，諸グループに地域社会

発展の担い手としての役部，自分たちの力量，そして課題の焦点を見複す契機を与えること，であ

る。

以上のこと，とくに第5番目の点は，内的組織の検討が単に地域社会発展にとって必要なことで

あるというだけでなく，地域社会発撲をひとつの学習過程として理解するよでも重要であるという

ことを示していると言えるであろう。
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VI 外的援助の役離と意義

外的援助についてじCG田INTERREGは，次の3つのタイプがあるとしている。すなわち，経済的

援助，助言・訓練，そして技術的援助である。 3つの援助は相互に関連しあって効果を発揮するの

であるが，とくに官官2者の棺友関係が重視されている。ここでは，経済的援助と助言書・訓練にかか

わる事例として「レターケニ一地域発展協議会(LADA)Jを，技術的援助の事例として「ダングロ一

地域社会グループ」があげられているので，これらを紹介することにしよう。いずれもドニゴール

県の事例である。

LADAの母体は， 1970年代はじめから活動している「レターケニー・コミュニティセンター委員

会Jである。それが地域社会発展にかかわろうとして， 1993年，::tにヨーロッパ資金を受け入れて

地域に配分する第三セクター機関である「地域開発管理会社 (ADM)Jの事業への応募をすること

になった。ADMの助成義準は，多様なレベルの社会的不利益がある地域で，広範かつ総合的な地域

社会発展をめざす需品織であるということである。そこで，この資金の受け入れ組織として LADAが

生まれたのであるが，その際に関係する 10の課題別グループ， 4つの地縁的グループ， 3つの政府

機関 1つの社会関体が参加して，合計四の代表からなる総織となった。

コミュニティセンター委員会は，これにともなってその目的・目標・行動計画を再検討する必要

に迫られ， INTERREGに相談をもちかけた。しかし， CDOとの議論ですぐに明らかになったのは，

計画づくり以前の問題であったοLADA構成グループの間の意見の不一致，新たな組織をつくるこ

とのあいまいさからくる不満，そして索任体制の不明確さなど，パートナーシツプと とい

う地域社会発展の原則からはほど遠い状態である。とくに，コミュニティセンターと他の諸グル…

プとのコミュニケーションがまったくとれていないことが大きな問題であった。

CDOはグループ簡の仲介者の役割を果たすことになり，それぞれにコンタクトをとり，それらの

会議に出席して，できる限り全体的状況を把握することからはじめた。その結果明らかになった諸

問題に対して，コミュニティゼンターと諸グループとの議論のよ，次のような対応がとられた。す

なわち，①LADA議長の民主的選出，②問題をオープンにし，建設的に議論するための集会の開催，

③非政党・党派の憲章作成，④地域社会発援に関する基本的な理解を深めるためのセミナー，⑤制

度的諸機関との話し合い， @ADMとLADAのコミュニケーションの増大(会議出席，情報提供な

ど)である。

こうしてはじめて，受け入れた資金を地域社会発展のためにどのように利用すべきかが，地域の

実態に即して検討されるようになったのである。

次に rダ、ングロ一地域社会クソレープ」に対する技術的支援の例である。これは，釣りグループ，

飛行クラブ， B&Bオーナー・グループ，機織りギルド，そしてツーリズム・グループの5つのグ
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lレ…プからなる組j織である。

CDOがまずコンタクトをとったのは，釣りグループである。このグループは多様な活動をしてい

たが，それらをツーリズムに活かそうとしていた。しかし，それを具体化するための技能，ツーリ

ズムの地域戦略などが欠落していると考えられた。そこで他のグル…プや個人をも対象にして r市

場艶拓」に関するセミナーが開催される。

その後，これをさらに深めるために，上記の 5つのグループを主たる対象とする r10逓講座」が

設けられる。この段階では，ゴルウェイ大学の協力を依頼することになった。しかし， CDOは各グ

ル…プや個人の発展段階に却して助奮をし，学習内容を構成するために，不析に各グループのコメ

ントを求め，援助のあり方を修正している。この講座ののち，各グループは市場開拓戦略を作成す

る。これをもとに週一回の研究集会が重ねられ，先進地研修などもなされて，そこから地域全体の，

より統合的なツーリズム行動計磁が策定されていくことになる。それを推進するための新たな組織

づくりもはじまった。

以上の 2つの事例から得られる教訓として UCG‘INTERREGが『第2報告』であげているものを

整理するならば，以下のようである。

①地域諸グル}プは，その内的なカ能を向上させ，地域社会発展にかかわっていくために，外部

からの資金援助を必要としている。②資金獲得が国難であるために，逆に，そのことが過大に評価

され，人的な資源の発達が犠牲になることが多い。外部資金の導入は不可欠ではあるが，それは教

育訓練および効嘗的活動によって補完されなければならない。③制度的諸機関や関連盟体は，地域

諸グループとの密接な結びつきをもち，それらの哲学・毘的などを共有できるようになる必要があ

る。@技術的援助は，共通の課題を明らかにし，グル…プの組織的なカ撃を発展させることができ

る。⑤技術的支援はまず地域諸グループが基礎的な技能を獲得することができるようにすべきであ

り，そうでなければ，後になって高くつくものになる。

以上のような教訴は， UCG司INTERREGが一連の集会・セミナー・講座などによって，地域諸グ

ノレープが直面する対立に建設的に取り組み，みずからの内的発展を方向づけるような活動を援助す

ることをとおして得られたものである。

とくにセミナーでは，地域社会発展の合意を理解し，各クVレープの発展についての視野を拡げる

ような努力がなされている。また，関連するグループや個人のネットワークとパートナーシップを

進め，異なった技能や強み，あるいは異なった制限と弱さをも相互に理解し評価できるような新た

な仕組みをつくるようにしている。それらは，あるグループが，組織的発展の夕、イナミズムという

だけでなく「ひとつの学習過程」の中に入ることであり，それを通して新たな行動を遂行するため

の準備をすることを意味しているのである。
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W 教育過韓としての地域社会発展 まとめにかえて一一一

これまでみてきてような事例研究にもとづいて UCG・.INTERREGr第2報告』は，以下のような

中間的なまとめをしている。

まず，地域社会発展には次のような重要な4つの機能があるとされている。

第1は r地域社会発展の哲学」にもとづき，それを他の地域組織や公的諸機関とともに発展させ

つつ，そのための戦略を明らかにすることである。第2は，プロジェクトをはじめる能力をもつこ

と，第3は，外部に向かつて地域社会の利益を代表すること，第4は，制度的諸機関が地域課題を

議論することに引き込み，その解決のための協同と調殺を実現することである。このような組織化・

計画化・協同・実行の過程において強調されるべきは，まず自前の人的・物的資源であり，次いで

目的志向と過程志向の両側面が不可分であるということである。

地域社会発展そのものに対して，教育的な過穏はそれほど明確ではない。しかしむCG-INTERRG

は，地域社会発展が，その性格上「統合的・全体的integrativeor holisticJな過程であり，非物質

的な次元を含むがゆえに r人間的発達humandevelopmentJしたがって教育的な契機を含むこと

に注呂していた。さらに，地域社会を行動の基本的単位とし，その「内生的な indigenousJ人的・

物的資源に依拠して，地域住民自身が主体となって進めていく「下からの過程bottom-upprocessJ 

を重視している。それ以上に F第2報告』では，地域社会発展は，公的セクターなどからの適切な

援助のもとに，地域住民が自分たちの状況を「意識的j かっ「集団的J に改善し，そうすることに

よってその状況をよりコントロールする手段を獲得していく「ひとつの過程」であると理解されて

いることが震婆である。そこに「地域づくり教育」に間有の学習過程をみていく契機があると

るからである。

それゆえ， UCG・.INTERRGは「人的資源Jの発援にとくに留意し，地域グノレ…プが諸技能を獲得

する過程に含まれる「学習段階learningstag巴SJを震視してきた。それは，おおきく言って 3つ

の要素からなるとされている。すなわち，第lは，アウトリーチの訓練コースの提供，第2は，地

域社会発展の計劃と管理の実践的な援助，第3は，関連する特別な専門性についての技術的・助言

的支援である。これらをとおして，地域社会発展の技能の獲得と，開発問題への批判的気づきを促

してきたのである。

しかし，これらは必ず、しも地域社会発展に即した「学習段階J ではない。現笑には多様な問題が

地域諸グループから提起されている。よいアイデアをいかに計画に反映するか，地域にはどのよう

な資源があり，外部からどのようなものが利用できるか，新しい取り組みに必要なカ能と技能は何

か，どのような危険があり，だれが危険負担をするか，などである。ここでUCGは，このプロジェ

クトによる「介入j 自身に養自し，そこに内在的な教育過稼を重視する。「なすことは学習であり，
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学習することはなすことであるJ ことがあらためて強調される。地域諸グループはみずから「観察

し理由づける observeand reasonJことによって，得られた知見を実銭的な問題解決に適用しよう

としているからである O

それらをふまえると，地域社会発撲の自的は次のようになると『第2報告J は言う。すなわち，

①無関心と依存主義を排して，自助と自己信頼の精神を推進すること，②地域活動への広範な参加，

φ地域社会発漢のために適切な地域組織の創設，④地域社会発展に必要な自前の人的・物的資源へ

の気づき，⑤地域社会発展の障害とその改善のための手段の明確化，@利用可能な外的な支援と刺

激をよく知ること，⑦地域社会発展の優良事例の基本活動を知ること，をむグル…プが価値ある何か

を達成する能力についての自信をもつようになること，である。これらの中でとくに重視されてい

るのは r自己信頼J の獲得である。

かくして F第2報告』は，みずからの実践は「教育による地域社会発展communitydevelopment 

through educationJであったと総括し，その内容構造は未だ明確ではないが，地域社会発展の「過

程志向的教育目的process-orientededucational goalJの究極的な重要性を強調することになる。

その出発点においては，教育訓練活動は地域社会発展を実現するための手段として理解していたは

ずのUCG-INTERREGが，その実践をとおして，地域社会発展の主要な過程はまさに教育過程にほ

かならないことを主張しているのである。

ここに「地域社会発展のための教育educationfor community developmentJと毘別される「地

域づくり教育communitydevelopment eudcationJが意識されていると誘ってよいであろう。UCG-

INTERREGのこうした結論が，地域社会発展の過程と地域住民の学習過程のペースを合わせ，地域

住E誌の「主体的カ議形成empowermentJをめざす諸活動を「促進facilitationJしようとする CDO

の具体的な笑践をとおして得られたものであることを再度確認しておこう。

しかしながら，そこからあらためて「地域づくり教育」の目的・内容・方法，そしてその教育過

程を明らかにするという課題が浮かび、あがってくる。その具体化のためには，レミオンの r3つの

評価基準J(担い手，内的組織，外的援助)にしたがって地域社会発展の活動を検討してきた， UCG-

INTERREGの方法論そのものを乗り越えなければならないと考えられるからである。それらが相

互に関連しあっていることは，プロジェクトの実践過程において明確になった。しかし，組織的発

展ほどには，経済的発展や政治的(自治活動的)発展，あるいは地域計爾づくりの笑践の学習的・

教育的意味については明示的ではない。それらの護要性については， UCG-INTERREGの実践事例

そのものが示しているのにもかかわらずである。

プロジェクト・チームによって蚤視されている「自己信頼」獲得過穏との関連も含めて，あらた

めて地域社会発展における地域住民の学習過程に却して r地域づくり教育」の全体構造と諮契機の

関連を明らかにすることが関われることになるであろう。「地域づくり教育」を，地域住民がその「意

識における自己疎外」を克服して主体形成を遂げるために不可欠な自己教育過程，とりわけ理性形
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成を援助し組織化する実践とする筆者の理解は，そのためのひとつの提案であったい九
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